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(57)【要約】
【課題】可撓性シースの曲げ方向の強度を格別低下させ
ることなく、この可撓性シースを内視鏡の処置具挿通チ
ャンネル内に挿通させたときに、広い通路断面積を有す
る吸引用経路を持たせるようにする。
【解決手段】高周波処置具１は、内部に高周波電流が印
加される電極部材１３が出没可能となった可撓性シース
２を有し、この可撓性シース２は内視鏡３０の処置具挿
通チャンネル３４に挿通される。可撓性シース２の外周
面には断面がＶ字形状となった所定数のＶ字溝８が軸線
方向に向けて形成されており、溝間に形成されている突
出部は先端が尖っており、処置具挿通チャンネル３４の
内周面に当接する尖端部９となっている。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
本体操作部に設けた処置具導入部に一端が接続され、他端は挿入部の先端に開口した処置
具導出口に接続され、また前記本体操作部内で吸引路に連通した内視鏡の処置具挿通チャ
ンネルに挿通され、可撓性シースの内部に高周波電流が印加される電極部材が設けられ、
この電極部材は前記可撓性シースの先端から出没可能となった高周波処置具であって、
　前記可撓性シースの外周部には、前記処置具挿通チャンネルの内周面に対して摺動可能
な当接部が形成され、
　前記可撓性シースの外周面と前記処置具挿通チャンネルの内周面との間には軸線方向に
向けた通路が１または複数箇所形成されて、前記吸引路に負圧吸引力を作用させたときに
、この通路が吸引用の経路となる
構成としたことを特徴とする内視鏡用高周波処置具。
【請求項２】
前記可撓性シースの外周面の先端部分に、前記処置具挿通チャンネルに挿通させて、この
処置具挿通チャンネルの導出口から処置が行われる長さだけ突出させたときに、前記導出
口から突出している部位に平滑外周面部を形成する構成としたことを特徴とする請求項１
記載の内視鏡用高周波処置具。
【請求項３】
前記通路は、前記可撓性シースの外周部に軸線方向に向けて形成した溝から構成したこと
を特徴とする請求項１または請求項２記載の内視鏡用高周波処置具。
【請求項４】
前記可撓性シースの外周部に形成した溝はＶ字形状のものであり、前記処置具挿通チャン
ネルの内周面に当接する外面には尖端部を形成する構成としたことを特徴とする請求項３
記載の内視鏡用高周波処置具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内視鏡の処置具挿通チャンネル内に挿通されて、病変粘膜部分を切開及び剥
離して除去する等の処置を行うために用いられる内視鏡用高周波処置具に関するものであ
る。
【背景技術】
【０００２】
　内視鏡検査によって、食道，胃，十二指腸，大腸等の体腔内壁における粘膜部分に腫瘍
等といった病変部が発見されると、病変粘膜を切除する処置が施される。この処置のひと
つとして、内視鏡的粘膜下層剥離術（ＥＳＤ：Endoscopic Submucosal Dissection）と呼
ばれる処置がある。このＥＳＤ処置は、まず粘膜のうち、切除しようとする部位をマーキ
ングして、局注により病変粘膜の部位を膨隆させ、次いで高周波処置具を用いてマーキン
グ領域に沿って粘膜を切開して、粘膜下層を構成する線維を切断して粘膜を筋層から剥離
するようにして行われる。
【０００３】
　以上のＥＳＤ処置に用いられる高周波処置具は、棒状部を有する電極部材からなる高周
波ナイフを可撓性シース内に装着する構成としたものである。可撓性シースの基端部には
操作手段が連結されており、この操作手段によって高周波ナイフを可撓性シースの先端か
ら突出させる。そして、高周波ナイフに通電することによって、粘膜の切開及び剥離を行
うことができる。このＥＳＤに用いられる高周波処置具を構成する高周波ナイフとしては
、電極部材を真っ直ぐ延在させた針状ナイフと、棒状の電極部材の先端に大径電極部を連
設するかまたは先端を概略Ｌ字状に曲折することによりフック部を形成したフックナイフ
とがある。針状ナイフは、粘膜を突き刺すために使用するのに最適なものであり、また電
極部材を水平移動させたり、スイング動作させたりすることによって粘膜等の切開や剥離
を行うことができる。一方、フックナイフは粘膜等を先端のフック部で引っ掛けて、引き
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込むように動作させることにより、粘膜の切開や剥離を行うことになる。
【０００４】
　例えば、特許文献１に、フックナイフ方式の高周波ナイフを有する高周波処置具を内視
鏡の処置具挿通チャンネルを介して体腔内に挿入して、粘膜を切開したり、剥離したりす
る処置を行うようにしたものが開示されている。可撓性シースに装着される高周波ナイフ
は、棒状電極の先端にフック部として機能する円形若しくは三角形状の板状電極を連設し
て設けたものであり、棒状電極は可撓性シースの先端に設けた先端チップを貫通して延在
されている。この高周波処置具は、内視鏡の処置具挿通チャンネルを介して体腔内に挿入
されるものであり、この処置具挿通チャンネルの先端開口部から可撓性シースを突出させ
て、この可撓性シースに挿通されている高周波ナイフを押し引き操作することによって、
粘膜等を高周波ナイフの先端部分に引っ掛けて、処置具挿通チャンネル内に引き込むよう
に操作し、次いで通電することにより組織を切断し、もって粘膜の切開や剥離が行われる
。また、この特許文献１の構成にあっては、可撓性シース内に給液路が形成されており、
切開された部位から出血があると、給液路から可撓性シースの先端に装着した先端チップ
に設けた開口から生理食塩水を噴出させるようになし、もって出血部分を洗い流すことが
できるようにしており、またその後に先端の板状電極を出血部に押し当てて凝固させるこ
とによって、止血を行えるようにしている。
【０００５】
　一方、針状乃至棒状の高周波ナイフ（以下、針状高周波ナイフという）は、特許文献２
及び特許文献３に示したようなものが従来から知られている。この種の高周波ナイフは、
可撓性シース内に挿通され、内視鏡の処置具挿通チャンネル内に挿通される可撓性シース
の内部に高周波ナイフを押し引き操作可能に挿通させる構成としている点では、前述した
フックナイフ構造のものと同様である。ただし、針状高周波ナイフの場合には、先端に膨
出する部位が存在しないことから、可撓性シースを処置具挿通チャンネル内に通す際等に
おいては、針状ナイフの全体を可撓性シースの内部に完全に引き込んだ状態とすることが
できる。そして、特許文献２にあっては、針状ナイフの周囲から給液を行うことができる
ようになっており、特許文献３では、可撓性シースに針状ナイフを挿通させる通路と、給
液用の通路とを別個に設ける構成としている。
【特許文献１】特開２００４－３１３５３７号公報
【特許文献２】特開２００６－３２５７８５号公報
【特許文献３】特開２００６－１８７４７４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、粘膜剥離を正確に行うには、処置の対象となる病変粘膜の部位を内視鏡観察
手段の視野内に鮮明に捉える必要がある。この粘膜に体液の付着等による汚れがあると、
例えば生理食塩水を用いた灌流を行うことによって、処置対象とする粘膜を洗浄するのが
望ましい。また、処置を行う際に発生する出血部分を洗い流すためにも、生理食塩水を供
給することも必要となる。さらに、可撓性シースの先端から給水を行うだけでなく、体内
からの吸引も必要となる。内視鏡において、吸引は処置具挿通チャンネルを介して行われ
るのが通常である。例えば挿入部に２つの処置具挿通チャンネルを形成する構成としたも
のもあるが、２チャンネル方式とすると、挿入部がその分だけ太径化することになる。
【０００７】
　以上のことから、単一の処置具挿通チャンネルにより、高周波処置具の挿通経路として
だけでなく、吸引用の通路としても機能させるのが望ましい。ここで、処置用の内視鏡に
あっては、処置具挿通チャンネルの内径は、通常、３．８ｍｍ程度であり、また汎用内視
鏡の場合には、処置具挿通チャンネルの内径を２．８ｍｍ程度とするのが一般的である。
一方、フックナイフ方式の高周波処置具でも、また針状ナイフ方式の高周波処置具でも、
その可撓性シースの外径寸法は、通常２．４ｍｍ～２．６ｍｍ程度であり、この高周波処
置具の外径と処置具挿通チャンネルの内径との径差による円環状の隙間を吸引用の通路と



(4) JP 2009-118891 A 2009.6.4

10

20

30

40

50

して利用することができるものの、必ずしも十分な通路断面積が得られない。
【０００８】
　高周波処置具を構成する可撓性シースの肉厚を薄くすると、高周波処置具と処置具挿通
チャンネルとの間の径差を大きくすることができる。ただし、可撓性シースを薄肉化する
と、強度が低下することになる。ここで、可撓性シースにとって最も必要な強度は、曲げ
方向の強度であり、可撓性シースの曲げ方向における強度が不足すると、処置具挿通チャ
ンネル内への挿通操作が困難になるだけでなく、処置具挿通チャンネルから導出させて、
体腔内における処置対象部に向けて進行させる際における狙撃性が悪くなり、正確な処置
を行うことができない等の問題点が生じる。また、取り扱いを慎重にしなければ、容易に
曲げ癖が付くといった問題点もある。
【０００９】
　特に、特許文献１のように、フック部を構成する板状電極で病変粘膜乃至その近傍の部
位を引っ掛ける動作や、引っ掛けた粘膜を引き込む動作を行うに当って、これらの動作が
正確に行われないと、処置に多大の時間を要することになり、また必要以上の広い範囲の
粘膜が切開されたり、本来切開して除去すべき部位を取り残したりする可能性も否定でき
ない。また、特許文献２及び特許文献３の針状ナイフ方式においては、針状乃至棒状の電
極部材で粘膜を突き刺すように操作され、また粘膜剥離は電極部材を水平移動させたり、
スイング動作させたりすることにより行われるので、可撓性シースの直進性、曲げ方向の
強度保持の必要性はさらに強く求められる。
【００１０】
　本発明は以上の点に鑑みてなされたものであって、その目的とするところは、可撓性シ
ースの曲げ方向の強度を格別低下させることなく、この可撓性シースを内視鏡の処置具挿
通チャンネル内に挿通させたときに、広い通路断面積を有する吸引用経路を持たせること
ができるようにすることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前述した目的を達成するために、本発明は、本体操作部に設けた処置具導入部に一端が
接続され、他端は挿入部の先端に開口した処置具導出口に接続され、また前記本体操作部
内で吸引路に連通した内視鏡の処置具挿通チャンネルに挿通され、可撓性シースの内部に
高周波電流が印加される電極部材が設けられ、この電極部材は前記可撓性シースの先端か
ら出没可能となった高周波処置具であって、前記可撓性シースの外周部には、前記可撓性
シースの内周面に対して摺動可能な当接部が形成され、前記可撓性シースの外周面と前記
処置具挿通チャンネルの内周面との間には軸線方向に向けた通路が１または複数箇所形成
されて、前記吸引路に負圧吸引力を作用させたときに、この通路が吸引用の経路となる構
成としたことをその特徴とするものである。
【００１２】
　高周波処置具としては、可撓性シースと電極部材からなる高周波ナイフとを有する構成
としたものであり、電極部材は、針状乃至棒状のものからなる針状ナイフ方式のもの、板
状のものや棒状のものの先端をＬ字状乃至Ｕ字状に曲成したフックナイフ方式のもののい
ずれにも適用可能である。可撓性シースに給液手段を設けたものであっても、また給液手
段を備えていないものであっても良い。例えば、内視鏡にウォータジェット等の噴射手段
からなる他の給液経路を有する構成としている場合には、高周波処置具側に給液手段を設
けなくても良い。そして、給液手段としては、電極部材の導出部の周囲から液体を供給す
るもの、可撓性シースの内部において、電極部材の挿通経路とは別個の液体供給路を設け
たもの等の構成とすることができる。
【００１３】
　処置具挿通チャンネルの内周面と可撓性シースの外周面との間に形成される吸引用経路
は、可撓性シースの肉厚を円周方向に位置を変えて軸線方向に向けた凹凸形状とすること
により形成される。具体的には、可撓性シースの外周面に軸線方向に向けた溝を１または
複数個所形成することによって、若しくは可撓性シースの外周面に突出部を形成すること
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によって、この可撓性シースを処置具挿通チャンネル内に挿通させたときに、吸引用の通
路が形成される。溝や突出部からなり、可撓性シースの外周面に形成される凹凸部は、こ
の可撓性シースの全長にわたって形成することもできるが、外面がエッジ構造となるよう
であれば、先端部分における所定の長さ、具体的には、可撓性シースの外周面の先端部分
に、処置具挿通チャンネルに挿通させて、この処置具挿通チャンネルの導出口から処置が
行われる際に必要な長さだけ突出させたときに、導出口から突出している部位を平滑外周
面部とするのが望ましい。さらに、可撓性シースの基端側にも、処置具挿通チャンネルに
挿通させたときに、処置具導入部に位置する部位を平滑外周面部とすることができる。
【００１４】
　可撓性シースの外面において、突出する部位の厚みは最大限で処置具挿通チャンネルの
内周面に当接するまでであり、溝を形成している場合には、最小の厚みは溝底部である。
従って、突出する部位は軸線方向に向けた筋材として機能することになる。そして、溝底
部の部位では、内部に電極部材及びそれに連結した可撓性コードが摺動可能に挿通されて
いる点を考慮して、摺動時に破損しない程度の薄いものとすることができる。これによっ
て、凹凸の差を大きくすることができて、吸引用経路として広い通路断面積を確保するこ
とができて、高い吸引能力を発揮し、しかも軸線方向に向けた筋材を有することから、可
撓性シースの曲げ方向の強度が高くなり、処置具挿通チャンネルへの挿通操作性が良好と
なり、かつ処置具挿通チャンネルから導出したときにおける、処置対象部に向けての狙撃
性が良好となる。勿論、曲り癖や変形等が発生することもない。
【００１５】
　溝の断面形状はＶ字形状，Ｕ字形状等任意のものとすることができ、円周方向の９０度
乃至それ以上の角度を有する幅の広い溝であっても良い。断面がＶ字形状の溝とする場合
には、円周方向に所定数の溝が形成されるが、溝間の部位の外面に尖端部を形成すること
もできる。この場合には、高周波処置具を処置具挿通チャンネルに挿入する際に、尖端部
をこの処置具挿通チャンネルの内面に摺動させるようにすることによって、接触面積が小
さくなるので、挿入操作時における摺動抵抗を低減させることができる。
【発明の効果】
【００１６】
　可撓性シースの強度を格別低下させることなく、この可撓性シースを内視鏡の処置具挿
通チャンネル内に挿通させたときに、広い吸引用経路を確保でき、また可撓性シースの処
置具挿通チャンネル内への挿通操作性及び高周波ナイフの処置すべき箇所への狙撃性が良
好となり、高周波処置具の操作の円滑性，確実性，安定性が得られるようになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、図面に基づいて本発明の実施の形態について説明する。まず、図１に高周波処置
具の全体構成を示し、図２にその要部拡大断面を示す。図中において、１は高周波処置具
である。高周波処置具１は長尺の可撓性シース２を有し、この可撓性シース２の基端部に
は接続パイプ３が連結されており、この接続パイプ３の他端には操作手段４が連結されて
いる。操作手段４は接続パイプ３に連結した本体軸４ａと、この本体軸４ａに嵌合させて
軸線方向に摺動可能に設けたスライダ４ｂとから構成されている。スライダ４ｂには処置
具本体１０を構成する可撓性コード１１の基端部が連結して設けられている。可撓性コー
ド１１は導電線の外周をフッ素樹脂でコーティングする等により電気絶縁部材で被覆した
ものから構成されており、その基端部はスライダ４ｂへの連結部から所定長さ突出して、
接点部１２が設けられている。従って、この接点部１２は図示しない高周波電源装置に着
脱可能に接続されることになる。
【００１８】
　図２から明らかなように、処置具本体１０を構成する可撓性コード１１はスライダ４ｂ
への接続部から、接続パイプ３の内部を通り、可撓性シース２内に延在されている。可撓
性コード１１の先端部からは導電線が直線状態で延在されており、この導電線の導出部分
が針状の高周波ナイフを構成する電極部材１３となっている。また、可撓性シース２の先
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端部にはストッパ部材１４が挿嵌されて、接着等の手段で固着されている。ここで、スト
ッパ部材１４は電気絶縁性及び耐熱性の観点からセラミックから構成されている。このス
トッパ部材１４の先端面は可撓性シース２の先端面と同じ位置に配設されており、従って
これらストッパ部材１４の先端面と可撓性シース２の先端面とによって先端基準面Ｆを形
成している。ストッパ部材１４の中心軸線の位置には、軸線方向に貫通するように挿通孔
１５が穿設されており、この挿通孔１５の孔径は電極部材１３の外径寸法より僅かに大き
い寸法となっている。そして、ストッパ部材１４の基端部は挿通孔１５に向けた呼び込み
テーパ部１４ａが形成されている。
【００１９】
　処置具本体１０における可撓性コード１１から電極部材１３への移行部または電極部材
１３の部位に規制部材１６が取り付けられている。規制部材１６は、少なくとも挿通孔１
５より大径の部材であり、従って処置具本体１０を可撓性シース２内で前進させて、電極
部材１３が先端基準面Ｆから所定の長さ突出させた状態になると、規制部材１６がストッ
パ部材１４に当接して、電極部材１３はそれ以上突出しないように規制されることになる
。つまり、電極部材１３の最突出位置が規定される。
【００２０】
　図３には電極部材１３を最も引き込んだ状態が、また図４には電極部材１３が最も突出
した状態が示されている。先端基準面Ｆからの電極部材１３の最突出長さは処置の対象と
なる粘膜層の厚みに依存する。後述するように、粘膜層と筋層との間には粘膜下層が存在
している。粘膜の切開及び剥離を行うのであるから、先端基準面Ｆを粘膜表面に当接させ
た状態で、電極部材１３の突出長はこの粘膜層の厚み以上で、電極部材１３の先端は筋層
にまで到達しない長さ、即ち０．５ｍｍ～４ｍｍ程度とされる。これにより、先端基準面
Ｆを粘膜表面に当接させた状態で、電極部材１３を最突出状態にまで突出させると、この
電極部材１３は確実に粘膜層を貫通し、しかも筋層までは届かないようになっている。こ
の電極部材１３の押し引き操作は、操作手段４による遠隔操作で行うことができる。
【００２１】
　さらに、この高周波処置具１には、生体適合性のある液体、例えば生理食塩水，ヒアル
ロン酸ナトリウム等の供給手段を備えている。この供給手段は、図１から明らかなように
、接続パイプ３に設けた接続口３ａを有し、この接続口３ａには送液タンク５からの送液
配管６が着脱可能に接続される。そして、この送液配管６の途中には、フットスイッチ等
の流路を開閉する切換手段７が設けられて、液体の供給制御が行われる。従って、接続パ
イプ３に連結されている可撓性シース２の内部が送液通路となる。ここで、処置具本体１
０を構成する可撓性コード１１が可撓性シース２から接続パイプ３を経て操作手段４のス
ライダ４ｂに連結されているが、接続パイプ３内に可撓性コード１１の周囲にシール部材
２０が装着されて、供給液体の逆流を防止している。
【００２２】
　生理食塩水は可撓性シース２の先端から前方に向けて噴射される。このために、図５に
示したように、可撓性シース２の内部に装着されているストッパ部材１４の外周面には、
円周方向に等間隔に複数箇所（図面においては３箇所）に溝が形成されており、これらの
溝が生理食塩水の噴射通路２１であり、噴射通路２１はストッパ部材１４の軸線方向にお
ける全長に及ぶ長さを有している。ここで、電極部材１３を突出させると、規制部材１６
がストッパ部材１４に当接することになるが、この規制部材１６の外径寸法をストッパ部
材１４の外径寸法より小さくし、特に噴射通路２１の溝底部を結ぶ円とほぼ同一の直径と
なるように設定すると、規制部材１６がストッパ部材１４に当接しても、噴射通路２１を
塞ぐことはない。
【００２３】
　以上の構成を有する高周波処置具１は、図６に示したように、内視鏡３０により例えば
食道，胃，十二指腸，大腸等といった体腔内に導入されて、この体腔内壁を構成する粘膜
部分に病変の有無を検査し、病変部と判断されたときには、病変粘膜部分に限定して、切
開、剥離して取り出す処置、つまりＥＳＤ処置が行われる。
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【００２４】
　ここで、内視鏡３０は、本体操作部３１に体腔内への挿入部３２を連結して設けたもの
であり、挿入部３２は、本体操作部３１への連結部から所定の長さ分は軟性部３２ａで、
この軟性部３２ａの先端には湾曲部３２ｂ、湾曲部３２ｂの先端には先端硬質部３２ｃと
なっており、先端硬質部３２ｃには、照明部及び観察部からなる内視鏡観察手段が装着さ
れている。
【００２５】
　図７に挿入部３２の先端部分の断面を示す。この断面位置では観察部の構成が示されて
おり、照明部は、通常、この観察部の左右両側に設けられる。観察部３３は、周知のよう
に、対物光学系３３ａ、プリズム３３ｂ及び固体撮像素子３３ｃから大略構成される。ま
た、図７には処置具挿通チャンネル３４も示されている。処置具挿通チャンネル３４は、
その先端部が先端硬質部３２ｃの先端面に処置具導出口３４ａとして開口しており、また
図６に示したように、処置具挿通チャンネル３４の基端部は本体操作部３１に設けた処置
具導入部３４ｂに通じている。さらに、本体操作部３１内において、処置具挿通チャンネ
ル３４には分岐部が形成されており、この分岐部から処置具導入部３４ｂに向かう通路の
部分と、吸引源に接続した吸引路３５に向かう通路の部分とに分岐している。
【００２６】
　高周波処置具１を構成する可撓性シース２は処置具導入部３４ｂから処置具挿通チャン
ネル３４内に挿入されて、処置具導出口３４ａから所定長さ突出させて、各種の処置が行
われる。従って、可撓性シース２を処置具挿通チャンネル３４内に挿通させる際に、座屈
等がなく、円滑かつ確実に処置具挿通チャンネル３４内を進行させ、また可撓性シース２
が処置具挿通チャンネル３４内に挿入されて、その先端部が処置具導出口３４ａから導出
したときに、振れや曲り等が発生することがなく、確実に処置具挿通チャンネル３４の軸
線の延長方向に向けるようする。このためには、可撓性シース２の外径と処置具挿通チャ
ンネル３４の内径との径差を小さくする必要があるが、可撓性シース２と処置具挿通チャ
ンネル３４との間に形成される隙間を吸引用経路として利用している。
【００２７】
　そこで、高周波処置具１を処置具挿通チャンネル３４から処置具導出口３４ａ内に挿通
させたときに、吸引用経路を確保し、しかも可撓性シース２の姿勢を安定させるために、
可撓性シース２は図８に示した構成としている。即ち、可撓性シース２の外周面には、先
端部における所定の長さ分を除いて断面がＶ字形状となったＶ字溝８が軸線方向に向けて
形成されている。このＶ字溝８は、円周方向に所定のピッチ間隔をもって複数形成されて
、溝間に形成されている突出部は先端が尖った尖端部９となり、この尖端部９は処置具挿
通チャンネル３４の内周面に当接するようになっている。従って、これらＶ字溝８の部位
が吸引用経路を構成する通路となる。そして、尖端部９を結ぶ円は、最大限で、処置具挿
通チャンネル３４の内径とほぼ同じ径とすることができる。また、可撓性シース２には、
その軸線方向に向けて、尖端部９を中心とした複数本の筋材を有する構成となっている。
【００２８】
　ここで、可撓性シース２において、Ｖ字溝８は可撓性シース２の全長にわたって形成さ
れている訳ではない。先端側と、基端側とにそれぞれ所定の長さ分だけ外周面が滑らかな
非凹凸形状となっている。可撓性シース２の先端側では、先端位置から僅かな長さ分が平
滑外周面部２ａとなっている。この平滑外周面部２ａは、高周波処置具１を処置具挿通チ
ャンネル３４内に挿通させて、各種の処置を行う際に、処置具導出口３４ａから通常導出
させる導出長さより短い寸法としている。既に説明したように、Ｖ字溝８は吸引経路を確
保するためのものであり、この吸引が必要なのは、通常、処置を行っているときであり、
処置は可撓性シース２を処置具導出口３４ａから導出させた状態で行う。従って、可撓性
シース２のＶ字溝８の形成部まで処置具導出口３４ａから導出させれば、たとえそれより
先端側の部位が平滑外周面部２ａであり、かつこの平滑外周面部２ａの外径が処置具挿通
チャンネル３４の内径とほぼ同じであっても、吸引機能を発揮する。そして、このように
可撓性シース２の先端が凹凸のない平滑面となっていると、この可撓性シース２を体腔内



(8) JP 2009-118891 A 2009.6.4

10

20

30

40

50

で動かしても、粘膜等に傷を付けるようなことはない。
【００２９】
　一方、可撓性シース２の基端側では、図６に示したように、高周波処置具１が処置具挿
通チャンネル３４内に挿入して、その先端が所定長さ処置具導出口３４ａから導出させた
ときに、この処置具挿通チャンネル３４の吸引路３５への分岐部から処置具導入部３４ｂ
の途中位置までとしている。そして、可撓性シース２の操作手段４側の基端側部位の外径
寸法は尖端部９を結ぶ円の直径と一致する太径部２ｂ（図１）となっている。従って、可
撓性シース２は処置具導入部３４ｂの内径とほぼ一致し、その間に隙間が実質的に存在し
ない状態となる。その結果、吸引時に処置具導入部３４ｂから吸引物が溢出するのを防止
することができる。
【００３０】
　以上の構成を有する高周波処置具１は内視鏡３０に接続して、この内視鏡３０の処置具
挿通チャンネル３４を介して体腔内に挿入される。そして、食道，胃，十二指腸，大腸等
の体腔内壁に病変粘膜が存在する際に、この病変粘膜部を剥離して除去する処置を施すた
めに用いられる。そこで、以下においては、この病変粘膜を切除するＥＳＤ処置について
説明する。この処置は、内視鏡で体腔内を検査した結果、粘膜の色調や形状の変化が存在
して、この粘膜に病変部が存在していることが確認されたとき等において行われる。
【００３１】
　まず、図９に示したように、切除すべき病変部Ｗが存在している粘膜に対して、その病
変粘膜領域Ｒを囲むようにマーキングする。このマーキングする領域は、病変部を完全に
取り除くことができ、しかも健康な粘膜部分に対してはダメージを最小限なものとするよ
うに設定される。そして、マーキングは、例えば、病変粘膜領域Ｒの周囲の所要箇所に焼
灼スポットＳを施すことにより行われるものであり、この焼灼スポットＳを形成するため
に、高周波処置具１を用いることができる。高周波処置具１を用いてマーキングを行う際
には、可撓性シース２からの電極部材１３は、安全性の観点から、可撓性シース２の先端
面と同じ位置か、若しくは僅かに突出する位置、具体的には０．１ｍｍ以下という程度突
出する位置とするのが望ましい。
【００３２】
　内視鏡３０の挿入部３２の先端硬質部３２ｃを病変粘膜領域Ｒの外縁部に対して所定の
距離を隔てて対面させ、この状態で処置具挿通チャンネル３４に、処置具導入部３４ｂか
ら高周波処置具１を挿入する。高周波処置具１の可撓性シース２は、外周面に複数箇所の
尖端部９が形成されて、これら尖端部９の部位が押し込み推力を発揮する筋材となること
から、処置具挿通チャンネル３４内に可撓性シース２を円滑かつ迅速に挿入することがで
きる。高周波処置具１は、その先端部を処置具導出口３４ａから所定長さ導出させて、先
端基準面Ｆを粘膜表面に対して面接触させる。このときには、電極部材１３は挿通孔１５
の内部に引き込んだ状態に保持しておく。勿論、このときにも、尖端部９を含む軸線方向
の筋材を有することから、処置具導出口３４ａから出た可撓性シース２は処置すべき部位
に設けて直進することになり、振れたり、曲ったりすることはない。従って、粘膜への狙
撃性が高くなり、粘膜における意図した位置に確実に当接させることができる。また、繰
り返し使用しても、可撓性シース２の全長にわたって曲げ癖等が生じることはない。
【００３３】
　この状態から、高周波処置具１の操作手段４を操作して、高周波ナイフを構成する電極
部材１３を突出させて、電極部材１３に高周波電流を印加する。その結果、粘膜における
電極部材１３が接触している部位が焼灼されて、マーキングが施される。また、予め電極
部材１３を可撓性シース２から導出させた状態にしておき、この電極部材１３を粘膜表面
に当接させて、高周波電流を流すようにすることもできる。そして、マーキングを行う際
には、電極部材１３は粘膜層を貫通させる必要はなく、挿入部３２に設けた観察部３３か
ら得られる画像により認識できる程度にまで粘膜表面が焼灼させれば良く、最低限、電極
部材１３の先端部が粘膜表面と接触しておればマーキングが形成される。勿論、操作手段
４をフルストロークさせて、電極部材１３が可撓性シース２から最も突出した位置になっ
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ていても、この電極部材１３が筋層と接触するおそれはない。なお、マーキングは他の処
置具を用いて行うことができ、また粘膜における切除すべき領域が観察部３３により認識
できるようになっておれば、前述のように焼灼という手法を採らなくても良い。
【００３４】
　次に、図１０に示したように、病変粘膜領域Ｒの内部に生理食塩水やヒアルロン酸ナト
リウム等の局注を行う。このためには、処置具挿通チャンネルから一度高周波処置具１を
引き出し、これに代えて可撓性チューブの先端に注射針Ｎを設けた局注手段を処置具挿通
チャンネルＣ内に挿通させる。ここで、筋層ＬＢと粘膜層ＬＵとの間には粘膜下層ＬＭが
存在しており、注射針Ｎは粘膜層ＬＵを貫通して粘膜下層ＬＭにまで刺入して生理食塩水
を注入する。その結果、粘膜下層ＬＭが膨出・隆起する。このように、粘膜下層ＬＭを膨
隆させるのは、粘膜層ＬＵを筋層ＬＢから離間させて、円滑かつ安全に処置を行うためで
ある。
【００３５】
　粘膜下層ＬＭを十分膨隆させた後に、局注手段を処置具挿通チャンネルＣから抜き出し
て、高周波処置具１を再び挿通させる。そして、高周波処置具１の可撓性シース２及びス
トッパ部材１４の先端面で形成される先端基準面Ｆを病変粘膜領域Ｒの外縁部のいずれか
に当接させる。ここで、先端基準面Ｆを粘膜層ＬＭに正対させ、かつこの先端基準面Ｆを
粘膜表面に軽く押し当て、極力押圧力を作用させないようにする。
【００３６】
　次に、操作手段４を操作して、電極部材１３をストッパ部材１４の先端から突出させ、
かつこの間に電極部材１３に高周波電流を流す。電極部材１３が図１１に示した最突出状
態になると、電極部材１３は粘膜層ＬＵを貫通して、粘膜下層ＬＭにまで導かれ、もって
病変粘膜領域Ｒの切開が開始される。ここで、病変粘膜領域Ｒの切開は、電極部材１３を
観察部３３による観察下で、内視鏡３０の挿入部３２を所望の方向に動かせて、高周波処
置具１の先端を適宜動作させることによって、電極部材１３により病変粘膜領域Ｒの外周
側が切開される。つまり、挿入部３２における湾曲部３２ｂを遠隔操作により湾曲操作す
る等の操作によって、焼灼スポットＳに沿うように切開される。また、予め電極部材１３
を突出させた状態にして処置具挿通チャンネルＣ内に引き込んでおき、切開を開始する際
に高周波処置具１の先端部分を処置具挿通チャンネルＣの先端から導出させるように操作
することもできる。
【００３７】
　既に説明したように、高周波処置具１は挿入部３２の延長線上に位置しており、軸線方
向に向けたＶ字溝８及び尖端部９の存在により、可撓性シース２は確実に直線状態に保持
されているので、処置具導出口３４ａ乃至その近傍位置で振れや曲げ等を起こすことがな
く、可撓性シース２の先端から突出させた電極部材１３からなる高周波ナイフを極めて正
確に制御することができ、迅速かつ確実に粘膜の切開を行うことができる。また、この操
作を行っている間に、筋層にダメージを与えることはない。その結果、図１２に示したよ
うに、病変粘膜領域Ｒの外周では粘膜層ＬＵが切開されて、粘膜下層ＬＭが露出した状態
となる。なお、図１２においては、病変粘膜領域Ｒの全領域を一度に切開するようにして
いるが、病変粘膜領域Ｒが広い場合には、一部分を切開して、後述する剥離を行うように
なし、この操作を複数回繰り返すようにするのが望ましい。
【００３８】
　病変粘膜領域Ｒの全周を切開しても、それだけでは粘膜層ＬＵを除去することはできな
い。即ち、粘膜層ＬＵと筋層ＬＢとの間は線維性の粘膜下層ＬＭで繋がっているので、こ
の線維を切断することにより筋層ＬＢから剥離する必要がある。この粘膜剥離も高周波処
置具１を用いて行うことができる。即ち、図１３に示したように、高周波処置具１の可撓
性シース２から突出する針状の高周波ナイフを構成する電極部材１３を切開により生じた
粘膜下層ＬＭの露出部分に進入させて、この電極部材１３を水平移動させたり、スイング
動作させたりすることにより、粘膜下層ＬＭを切断するように動作させる。この動作は、
内視鏡挿３０における挿入部３２の湾曲部３２ｂを湾曲させるように操作されるが、湾曲
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部３２ｂの湾曲操作によって、高周波処置具１の可撓性シース２はこの動きに確実に追従
することになり、その結果、迅速かつ効率的に粘膜剥離が行われることになる。
【００３９】
　粘膜剥離や切開を行っている間に、この処理箇所等が出血する可能性がある。このよう
に出血があると、その出血の度合いによっては、観察部３３からの処置すべき箇所の観察
像が不鮮明になってしまう。そこで、接続パイプ３の接続口３ａから可撓性シース２内に
高圧にて生理食塩水を供給する。ストッパ部材１４の端面には接続口３ａに通じる噴射通
路２１が開口しており、この噴射通路２１は規制部材１６がストッパ部材１４に当接して
も閉鎖されることがなく、しかもこの噴射通路２１の前方には何等の部材も配置されてい
ないので、出血箇所に向けて生理食塩水を噴射することによって、出血部分を迅速に、し
かも効率的に洗い流すことができる。
【００４０】
　また、内視鏡検査を行う際には、粘膜表面が汚損されていると、正確な内視鏡検査が行
うことができず、粘膜に病変部が存在するか否かを正確に検出することはできない。さら
に、切開時における焼灼により行ったマーキングを確認するためにも、粘膜表面が清浄な
状態となっていなければならない。このためにも、生理食塩水の供給が行われることにな
る。
【００４１】
　以上のように、出血箇所の洗い流しや、体内での灌流を行うために、体内に供給した生
理食塩水を回収時等のために、体内からの吸引が行われる。周知のように、処置具挿通チ
ャンネル３４は体内からの吸引用経路としても利用されるものであり、内視鏡３０におい
ても、その処置具挿通チャンネル３４内に高周波処置具１を装着した状態でも吸引が可能
となっている。既に説明したように、高周波処置具１の電極部材１３の処置すべき部位へ
の狙撃性を向上させるために、可撓性シース２の外周面を処置具挿通チャンネル３４の内
周面に当接させるようにしているが、この可撓性シース２の外周面には複数のＶ字溝８が
形成されており、これらのＶ字溝８が吸引用の通路として機能する。
【００４２】
　従って、吸引路３５を負圧源と接続することによって、処置具挿通チャンネル３４内に
負圧吸引力を作用させると、処置具導出口３４ａから体内に位置する液状物がこのＶ字溝
８に沿って挿入部３２の基端側に向けて流れ、分岐部から吸引路３５に送り込まれるよう
になり、体内の液状の汚損物が吸引除去される。しかも、このＶ字溝８を、溝底部の部位
に損傷を生じさせないことを条件として、できるだけ深いものとなし、吸引用経路におけ
る通路断面積を大きくすることによって、処置具挿通チャンネル３４内に負圧吸引力を作
用させて行う吸引操作の操作性が著しく良好となし、体内の液状物を迅速かつ円滑に排除
できて、観察視野の確保が図られる。
【００４３】
　可撓性シース２の先端部分に平滑外周面部２ａが形成されているので、吸引操作は、こ
の可撓性シース２を処置具導出口３４ａから導出させた状態で行うことになる。体内に供
給した生理食塩水を回収時等のように、体内からの吸引は、通常、高周波処置具１を処置
具導出口３４ａから導出させて、適宜の処置を行っている際であり、このときには可撓性
シース２は処置具導出口３４ａから導出させているので、平滑外周面部２ａを完全に導出
させて、Ｖ字溝８により形成される吸引経路が開いた状態となる。従って、吸引操作を支
障なく行うことができる。
【００４４】
　吸引経路は、前述したＶ字溝８に代えて、図１４に示したように、外周面の数箇所に設
けた円弧形状の凹溝８Ａを形成するようにしても良い。そして、Ｖ字溝８を形成するにし
ろ、円弧形状の凹溝８Ａとするにしろ、溝は可撓性シース２の軸線方向に向けて直線状態
に形成したものだけでなく、螺旋状としたものや、交差する溝形状とすることもできる。
これらいずれの構成を採用しても、処置具挿通チャンネル３４から導出させた可撓性シー
ス２の安定性を確保することができ、しかもその間に体内からの吸引を行うための吸引経
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路が確実に形成される。
【００４５】
　また、前述した吸引経路を確保するために、可撓性シースの外周面に溝を形成するので
はなく、図１５に示したように、可撓性シース５０の外周面を処置具挿通チャンネル３４
の内径より十分小さくして、その間に吸引経路として利用するためのクリアランスを形成
した上で、この可撓性シース５０の外周面に処置具挿通チャンネル３４の内周面に当接若
しくは僅かな隙間をもって対面する突出部５１を形成するようにしても良い。そして、突
出部５１は可撓性シース５０の軸線方向に向けた突条として形成することができ、また概
略半球形状の突起を可撓性シース５０の外周面全体に多数形成するように構成することも
できる。このように、可撓性シース５０の外周面に突出部５１を形成することによって、
可撓性シース５０の外周面と処置具挿通チャンネル３４の内径との径差を縮小して、吸引
管路を確保できると共に、下部消化管用の内視鏡のように、挿入経路が複雑に、しかも極
端に曲っても、処置具挿通チャンネル３４内で可撓性シース２が偏って吸引経路が確保さ
れなくなるようなことはない。
【００４６】
　さらに、図１６及び図１７に示したように、高周波処置具１０１として、貫通路１０２
ａと１０２ｂとを有するマルチルーメンタイプ方式の可撓性シース１０２を有するもので
構成することもできる。即ち、可撓性コード１１１の先端に電極部材１１３を設けた処置
具本体１１０を可撓性シース１０２の貫通路１０２ａに挿通させ、この貫通路１０２ａの
先端部にストッパ部材１１４を装着するが、このストッパ部材１１４は挿通孔１１５を設
けているが、噴射通路は備えていない。勿論、電極部材１１３には、規制部材１１６を設
けるようにする。一方、可撓性シース１０２に形成した他方の貫通路１０２ｂは体腔内に
液体を供給するための噴射通路とする。
【００４７】
　以上の構成においては、可撓性シース１０２の外径は内視鏡３０の処置具挿通チャンネ
ル３４の内径とほぼ同じ寸法とする。そして、この可撓性シース１０２の外周面には通路
が形成されるが、この通路は第１乃至第３の実施の形態のものと同様なものとすることが
できる。また、この可撓性シース１０２には、その貫通路１０２ａの形成部と貫通路１０
２ｂの形成部との間の部位は厚肉部となっているので、この厚肉部の肉厚を断面が円弧状
となるように削り取ることによって、処置具挿通チャンネル３４内に挿通させたときに、
吸引用経路として機能する凹湾曲形状の通路１０８，１０８を形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１】本発明の実施の一形態を示す高周波処置具の全体構成図である。
【図２】図１の要部拡大断面図である。
【図３】処置具本体の先端部分の拡大断面図である。
【図４】電極部材を突出させた状態にして示す図３と同様の断面図である。
【図５】図４のＡ－Ａ断面図である。
【図６】本発明の実施の一形態を示す高周波処置具を内視鏡の処置具挿通チャンネルを挿
通させた状態を示す外観図である。
【図７】図６の挿入部の先端部位置の断面図である。
【図８】図７のＢ－Ｂ断面図である。
【図９】病変粘膜領域にマーキングを施した状態を示す平面図である。
【図１０】病変粘膜領域に対して局注を行っている状態を示す組織の断面図である。
【図１１】高周波処置具を用いて切開を行っている状態を示す組織の断面図である。
【図１２】高周波処置具による切開が終了した状態を示す病変粘膜領域を含む平面図であ
る。
【図１３】粘膜剥離を行っている状態を示す組織の断面図である。
【図１４】可撓性シースの変形例を示す断面図である。
【図１５】可撓性シースの他の変形例を示す断面図である。
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【図１６】本発明の他の実施の形態を示す高周波処置具の先端部分の断面図である。
【図１７】図１６のＣ－Ｃ断面図である。
【符号の説明】
【００４９】
１　高周波処置具，１０１　　　　　　２，５０，１０２　可撓性シース
３　接続パイプ　　　　　　　　　　　４　操作手段
８　Ｖ字溝　　　　　　　　　　　　　９　尖端部
１０　処置具本体　　　　　　　　　　１１　可撓性コード
１３，１１３　電極部材　　　　　　　１４，１１４　ストッパ部材
１５，１１５　挿通孔　　　　　　　　１６，１１６　規制部材
２１　噴射通路　　　　　　　　　　　３０　内視鏡
３２　挿入部　　　　　　　　　　　　３４　処置具挿通チャンネル
３４ａ　処置具導出口　　　　　　　　３４ｂ　処置具導入部
３５　吸引路　　　　　　　　　　　　８Ａ　凹溝
５１　突出部　　　　　　　　　　　　１０２ａ，１０２ｂ　貫通路
１０８　通路

【図１】 【図２】
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要解决的问题：当将柔性护套插入内窥镜的治疗仪器插入通道中而不特
别降低柔性护套的弯曲方向上的强度时，提供具有宽路径横截面积的抽
吸路径。解决方案：高频治疗仪1设置有柔性护套2，其中要施加高频电
流的电极构件13可以在内部出现和消失，并且柔性护套2插入到治疗仪器
插入通道34中在柔性护套2的外周表面上沿轴向形成规定数量的横截面为
V形的V形凹槽8，并且在凹槽之间形成的突出部分是尖锐的。远端并转
向尖端部分9，以与治疗仪器插入通道34的内周表面邻接
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